
3.1.3 学習・教育目標の水準設定 
 学習・教育目標は目的を達成するための具体的な道筋を示すものであることが求められ、

プログラム修了生が必ず達成できる内容でなければならない。この目標が大雑把過ぎると

解らなくなるし、細かすぎると学習・教育の自由度がなくなってしまう。したがって、必

要に応じて補足説明をつけることも有効と思われる。この場合は補足説明の公開も求めら

れる。 
 JABEEは学習・教育目標に基準１の（1）（a）~（h）ならびに分野別要件の該当する事
項を含んでいることを求めている。 
 さらに、JABEE自身からは具体的には示していないが、 
（1） 社会の要請する以上の水準 
（2） 国際的な相互認証を可能とする水準（ＷＡ加盟を視野に入れて） 

であることをプログラム側に求めている。 
 
社会の要請する以上の水準、国際的な相互認証を可能とする水準 
 社会の要請する以上の水準とは、社会がプログラム修了生に期待する以上の能力や知識

を意味している。このことから、分野、地域、職種等によってその水準が異なることにな

り、各プログラムが独自性を発揮できる可能性を示唆している。最低水準としては日本の

技術系学部卒業生として誰もが持つべき知識と能力ということができる。ただし、自ら設

定した水準が社会の要請する以上の水準であることの説明責任は負わされる。 
 
水準を正当化するための手がかり 
 自らが正当化できる手がかりを列挙すると以下のようになる。 
（1） 外部試験 
 技術士 1次試験 
 国家公務員試験 
 各種資格試験 
 ＦＥ試験 
（２） アンケート、聞き取り調査 
 卒業生の就職先 
 卒業生本人 
 企業勤務の非常勤講師 
 他教育機関で非常勤講師を務めている教員 
（３） 社会からの意見の吸上げ 
 アドバイザリーコミッティ 
（４） 国内外の有名な教科書等の内容 
    例 電子情報通信学会の教科書シリーズ 

  



以上、高等教育機関が水準を正当化するための材料として活用できる例を示した。もちろ

ん、これ以外にもいろいろな材料が存在するであろうし、それらを組み合わせて納得のい

く説明をしなければならない。 
 
社会の要請する以上の水準、国際的な相互認証を可能とする水準の説明の例 
 「電気電子工学コース」では図７で示したようにＡ～Ｅの 5 つの学習・教育目標を設定
している。 
 これらの学習・教育目標に対する達成水準の例として 
 （1）電気・電子分野において技術者として仕事に就ける能力、 
 （2）米国のＦＥ試験に出題されている問題と同程度の内容を理解し的確に解く能力、 
の 2つを設定した。 
（1）は学習・教育目標のＡ～Ｅが対応し、社会の要求する以上の水準に該当し、（2）は学
習・教育目標のＡとＢならびにＥの一部（英語の理解力）が対応しており、国際的な相互

承認を可能とする水準に該当する。なお、ＦＥ試験に合格することが条件であると言って

いるのではなく、同程度内容の理解と解決としていることに注意する必要がある。 
 JABEEでは学習・教育目標の達成度の確認が求められるが、本モデルでは、 
（1）に関する達成度の確認は社会対応委員会の役割になり、例えば就職先企業や卒業生へ   
のアンケートにより実現できると考えられる。また、(2)に関する達成度の確認のために、
ＦＥ試験を学生に解かせる必要はない。FE試験は水準の検討のための参考であるので、例
えばその分野の教員がＦＥ試験の内容を分析し同等性を確認することで達成できる。この

同等性確認に関する責任は教育委員会が受け持つことになる。なお、全米におけるＦＥ試

験の合格率は 60-70％であり、ABET認定プログラム修了生の合格率は 70-80％とのことで
あるので、達成度の確認において参考にすべきであろう。 
(出典：Electrical Discipline-Specific Review for the FE/EIT Exam, Professional Pub., 
1997) 
 
3.2 基準２ 単位数と学習保証時間 
 JABEEが要求している単位数と学習保証時間は、それぞれ 124単位、1800時間である。   
 通常、1.5時間の講義を 15週すなわち 22.5時間で 2単位付与が日本における標準形態で
あり、これを 124単位に当てはめると 1,395時間にしかならない。このため、1,800時間を
講義で満たそうとすると現実的に無理が伴う。そこで、不足分の 405時間を 30週の卒業研
究で充当しようとすると週に 13.5時間必要となる。この時間は自習を含めず研究指導が伴
う形態で、なおかつ対象プログラムに所属する学生全員に対して保証されなければならず、

実質的に困難な数字といえよう。 
 本モデルの「電気電子工学コース」では、学生の学習理解を深めるために実験、演習、

実習を多く採り入れている。この場合は 1科目が 15週で 1単位認定になるので、前述のよ

  



うに学生の理解を深めて教育効果を高めるだけでなく、学習保証時間を増加させる点でも

意味がある。 
 
3.2.1 単位数と学習保証時間の両立 
 単位数と学習保証時間の両立について講義と演習・実験のバランスを加味しながら検討

をした。検討にあたって以下の前提条件を設けた。 
（1）124単位を講義科目、演習・実験科目に分けて取得する（全科目 15週） 
（2）1800時間に満たない分は卒業研究で充足する 
（3）卒業研究指導は 30週行う。 
 124単位の内訳として、全科目数に対する演習科目数の比率をパラメータにとり、講義と
演習・実験科目数、学習時間、不足分に相当する卒業研究時間ならびに週あたりの卒業研

究時間を求めた結果を図 15 に示す。図 15 からも明らかなように演習・実験の比率が高け
れば必要とされる卒業研究時間数は少なくて済むが、時間割編成上自ずと制限があろう。

演習・実験比率 25～30％の場合、週あたりの卒業研究時間は 6時間前後と、ほぼ妥当な数
字となるので、カリキュラム編成上のガイドラインとして使うことができる。また、卒業

必要単位数が 124単位より大きければ、卒業研究時間への依存をより低減できる。 
 
 

卒業研究を含む学習時間はプログラム履修生全員が達成できるよう計画され、かつ実施

、教員やＴＡがサインをする 
などの方 越えるよう年間計

.2.2 学習保証時間と休日の対応

図15　講義と演習・実験のバランス

演習科
目比率
（％）
講義科目数

演習・実
験科目数

講義と演習・
実験による
学習時間

残り学習
時間（卒業
研究時間）

週あたり
の卒業研
究時間

0 62 0 1395 4.5 13.5

20 55 14 1552.5 247.5 8.25

25 53 18 1597.5 202.5 6.75

30 51 22 1642.5 157.5 5.25

40 47 30 1732.5 67.5 2.25

 
 

されなければならない。この時間には自習時間は含まれないので、研究打合せや勉強会、

発表会ならびにその練習会、教員やＴＡとのディスカッション、等が対象となる。この時

間を保証するための手段についても工夫する必要がある。この方法として 
（1） 議事録等に記録を残す。 
（2） 討論内容、時間等を記録し
法が考えられる。もちろん、全研究室が定められた学習時間を

画を立て、それに基づいて実施されなければならない。 
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 学習保証時間は受講する個々の学生に対するものではなく、講義を実施する側が保証す

3 教育手段

る時間である。したがって、休講に対しては必ず補講をする、等明確な対応が求められる。

最近ではハッピーマンデー法で月曜日の休日が増加しており、学事日程・時間割編成段階

から考慮にすることが必須である。これに対しては、振替日の設定や、休日でも講義を実

施するなど、具体的に対応することが求められる。ここで、振替日の設定による学習時間

の確保の場合、本務が別にある非常勤講師は振替日の講義実施が不可能な場合もあるので、

その対応に注意する必要がある。なお、基準 2 に関して個々の学生の欠席状況を把握し学
習時間を示す必要はない。（ただし、欠席が多い学生はその科目の目標を達成していない可

能性があるので、別の基準と関連する可能性はある） 
  
3.3 基準  
3.3.1 編入基準 
 JABEEが基準３にて求めている編入学基準を満足するために、前述した入学・編入学委

に関する責任の明確化 
化 
化 

を たアドミッションポリシーの設定とプロ

応募資格、志願手

した。試験に関しては

らびに自教育機関の別プログラム（前述の電気電子工学科の電

義内容がわかる資料の提出を義務付け、できれば学習履歴（ポ

（2） 実質的同等性、ならびに達成度評価の実質的同

 なお、 16に示す。なお、編入前のプログラムが JABEEの認定

員会において 
（1） 編入学
（2） 編入学に関するプロセスの明確
（3） 委員会の記録（議事録）作成の義務
実施し、プログラムが設定する入学基準に沿っ

グラムに関する解説を含む編入学基準を作成し開示する必要がある。 
 具体的に編入学試験要項等で公開すべき内容としては、編入学条件、

続、選抜方法、編入学年次、単位の認定法、等がある。また、実施にあたって、「電気電子

工学コース」の履修者としての選考方法・合否判定方法、既得単位認定方法と入学年次の

決定方法、等に関するルールを明確に設定することが必要である。 
 本モデルでは、選考・合否判定は試験と認定単位数で行うことと

数学、理科、英語等基礎分野の筆記試験、プログラムに深く関連する専門分野の筆記試験、

面接による口頭試問を、認定単位数に関しては最低単位数ならびに必修科目を設定してチ

ェックすることとした。 
 他教育機関からの編入な

気電子工学以外のコースなど）からの編入があり得ることを考慮し、以下の 2 通りの既得
単位認定の方法を設定した。 
（1） 全ての科目に対して講
ートフォリオ）の提出を求める。 
教育委員会に対して、科目の内容の

等性の検証を依頼する。 
編入学試験要項の例を図

を得ている場合、各科目の目標、内容、達成度評価が明確であるので、教育委員会におけ

  



る実質的同等性の有無の確認は容易になる可能性がある。 
 

図16　編入学試験要項の例

　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　編入学試験要項

１． 募集学科，学年及び人員
　　　工学部  電気電子工学科  電気電子工学コース  原則として2年  若干名
２． 応募資格
　　　他大学（4年制）の1年次以上を修了した者、または修了見込みの者
　　　短期大学、もしくは高等専門学校卒業者、または卒業見込みの者
３． 出願書類
　　　編入学志願書、編入学志願理由書（志望動機）、履歴書
　　　成績証明書、卒業または卒業見込証明書、及び修了または修了見込証明書
　　　単位認定資料（最終学校の講義内容がわかる資料）
 　　　なお、学習履歴（Student Portfolio）の提出が望ましい
　　　以上の書類に入学検定料を添えて、入試課へ提出すること
４． 選考方法
　　　筆記試験（電気電子工学の基礎）、及び面接試験
　　　試験日： ○○年○月○日
５． 合格発表
　　　合格発表日： ○○年○月○日
　　　既得科目・単位数は、本学の授業科目・内容・評価基準等に照合して認定
　　　編入学年次は、認定科目・単位数に応じて決定
　　　人文・社会（語学を含む）、自然、専門科目において各20単位以上、合計60単位以上を
　　　取得し、かつ必須科目の単位が認定された場合 ･･･ 3年次への編入
　　　人文・社会（語学を含む）、自然、専門科目において各10単位以上、合計30単位以上を
　　　取得し、かつ必須科目の単位が認定された場合 ･･･ 2年次への編入
　　　　必須科目
 　　解析学、幾何学、微分方程式、 ･･･ の中から3科目以上、
　　　力学、電磁気学、物理化学、有機化学、 ･･･ の中から2科目以上、外国語2科目以上

 入学・編入学委員会は教育委員会と連携をとりながら、編入学生の成績を追跡調査し、

.3.2 ＦＤの方針

編入学基準と成績の関係を分析する。結果をもとに改善すべき事項を整理して、後述する

スパイラルアップに寄与する。また、学生の学習支援への一部として関連する委員会に必

要とされる情報を提供し、教育効果をより一層の高めるために役立てることとした。 
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内容として以下の活動を挙げることができる。 

義法、討論法、学業評価法、教育機

（4） 

 ＦＤ活動の具体的

（1） 大学の理念・目標を紹介するワークショップ 
（2） ベテラン教員による新任教員への指導 
（3） 教員の教育技法（学習理論、授業法、講
器利用法、メディア・リテラシー習熟度）を改善するための支援プログラム 
カリキュラム改善プロジェクトへの助成 

  



（5） 教育制度の理解（学校教育法、大学設置基準、学則、学習規則、単位制度、

（6） 生による授業評価、同僚教員による授業法評価、教員の諸

（7） 

教授会権限の関係についての理解 

 ＦＤ けて定常的に取り組める形態にな

図１7　学習過程の教員（教師）と学生

学習指導制度） 
アセスメント（学

活動の定期的評価） 
教育優秀教員の表彰 

（8） 教員の研究支援 
（9） 大学の管理運営と
（10） 研究と教育の調和を図る学内組織の構築の研究 
（11） 大学教員の倫理規定と社会的責任の周知 
（12） 自己点検・評価活動とその利用 
活動は全教員が対象であり、教育の質の向上に向

っていなければならない。ＦＤハンドブックには学習過程における教員と学生との関係に

ついての検討結果が記されており、図 17にそこで使用されている説明図を示す。この図か
ら学生が興味を持って講義を聴くようにするための教員側の準備や教師の姿勢に関してヒ

ントが示されている。 

（大学力を創る：ＦＤハンドブック、（財）大学セミナーハウス編、1999）

 

  



 ＦＤによる改善に向けた重要な資料として講義を受けた学生による評価がある。図 18に
は学生からアンケートを集めるために作られた質問表の例を示す。この質問表を継続的に

集めることで教員側に対する学生の要求が得られる。もちろん、学生の意見だけを聞くの

は片手落ちになる可能性も大きいので、別の角度からの情報を集めてその意見の有効性を

確認することも大切である。 
 プログラムとしてのＦＤに関してはＦＤ委員会が責任を持つ。ＦＤ委員会は前年度の反

省資料を基に新規施策を盛り込みながら、全体としての年間計画を策定し、周知させる。

これによりＦＤにおいてもスパイラルアップが約束される。 
 ＦＤ委員会の基本方針に沿う形で各教員が個人計画を策定し、ＦＤ委員会に登録する。

ＦＤ委員会は、個人の実施記録を求めるとともに、全体としても年間計画の実施状況を把

握し、次年度に反映させなければならない。 
 実際には、1つの教育機関では専門別に見ると対象となる教員の数は非常に少なく、協力
して専門教育に関するＦＤを実施し難い状況にある。この問題の打開に向けて本モデルで

は電子情報通信学会を活用することを検討し、以下の方法で取り組むこととした。 
（1）支部レベルでのＦＤ活動 
 お互いに近い距離にある支部内にある教育機関から共通の専門分野の教員が集まり、

教育に関する意見交換の場を設けて、各自が成功例だけでなく失敗例を含めてトライ

アルの結果を紹介しあう。 
（2）大会レベルでのＦＤ活動 
 総合大会やソサイエティ大会の場で教育セッションを設け、支部レベルで議論した

内容等を持ち寄り、議論する場を設ける。 
 
 ＦＤ委員会は教員のＦＤに関しては当然責任をもつが、広い意味で教育効果を高めると

いう観点から、技官や事務職員等関係者全員に対する指導が必要となる。 
 

  



図１8　学生からの授業評価アンケート例（○○大学工学部）

アンケート用紙

所属学科：　　　　　　　　　　　　　　　　学年：　1，2，3，4　　　　　　　　　　　　　科目名：　4桁の数字

科目の種類　 　　1：　標準課程科目，　　2：　他学年の自学科科目，　　3：　他学科の科目，　　4：　その他

[あなた自身の授業への取り組みに対する評価]

（1）受講前にこの科目のシラバスを読みましたか。　　　　　　　3：読んだ　　2：少しは読んだ　 1：読まなかった

（2）前問（1）で3または2と答えた人に聞きます。授業の履修にシラバスは役に立ちましたか。

    　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3：役立った　2：役立たなかった　1：どちらでもない

（3）前問（1）で1と答えた人に聞きます。読まなかった理由を答えて下さい。

　　    　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3：再履修だから　2：関心がないから　1：その他

（4）授業への出席状況はどうでしたか。

　　    　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5：90％以上　4：80％程度　3：70％程度　2：50％未満　1：ほとんど出席していない　

（5）受講態度（遅刻状況，授業への集中度，私語の有無などの総合評価で）はどうでしたか。

　    　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5：非常に良かった　4：良かった　3：普通　2：悪かった　1：非常に悪かった

（6）平均して授業前にどのくらい予習をしましたか。

　    　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5：90分以上　4：60分程度　3：30分程度　2：ちょっとした　1：まったくしなかった　

（7）平均して授業後にどのくらい復習をしましたか。

　    　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5：90分以上　4：60分程度　3：30分程度　2：ちょっとした　1：まったくしなかった　

（8）この科目に対する取り組み状況（学習状況）はどうでしたか。

　    　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5：非常に積極的　　4：積極的　　3：普通　　2：消極的　　1：非常に消極的　

 [授業に対する評価]
　下記の項目について5段階評価で回答して下さい。数字に対応する評語の意味は，項目に説明がない

　場合には，次のように解釈して下さい。項目によっては，評語の表現が適切でない場合もありますが，

　適宜適切な評語に置き換えて判断してください。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5：大変良い　4：良い　3：普通　2：劣っている　1：非常に劣っている

なお，回答不可能な項目には回答しなくてもかまいません。

＜講義内容について＞

（1）実際の講義内容とシラバスとの対応　　　　　　　　　　 5　　4　　3　　2　　1

（2）講義で習得すべき内容の明確さ　　　　　　　　　　　　 5　　4　　3　　2　　1

（3）講義内容のレベル（難易度）　　　　　　　　　　　5：難しすぎる　4：やや難しい　3：適切　2：やや易しい　1：易しすぎる

（4）講義内容の量　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5：多すぎる　4：多め　3：適切　2：少なめ　1：少なすぎる

＜講義方法などについて＞

（1）講義に対する教員の熱意　　　　　　　　　　　　　　　　　 5　　4　　3　　2　　1

（2）他の講義との関連性などの説明の程度　　　　　　　　 5　　4　　3　　2　　1

（3）補助的な教材（資料，OHP，ビデオ，模型など）の提供や使用の程度　　 5　　4　　3　　2　　1

（4）学生の反応や理解に応じた講義の進め方　　　　　　　 5　　4　　3　　2　　1

（5）実際の例や例え話の提示　　　　　　　　　　　　　　　　　 5　　4　　3　　2　　1

（6）講義の進行速度　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5：速すぎる　4：やや速い　3：適切　2：やや遅い　1：遅すぎる

（7）学生からの質問に対する対応（回答や助言の有無）　 5　　4　　3　　2　　1

（8）板書の字や図などの明瞭さ　　　　　　　　　　　　　　　　 5　　4　　3　　2　　1

（9）声の大きさや聞き取り易さ　　　　　　　　　　　　　　　　　 5　　4　　3　　2　　1

（10）説明の明快さや分かり易さ　　　　　　　　　　　　　　　　 5　　4　　3　　2　　1

（11）演習や宿題が理解の手助けとなった度合い　　　　　　 5　　4　　3　　2　　1

（12）提出したレポートなどに対するアフターケア　　　　　　 5　　4　　3　　2　　1

（13）重要な点を明確に提示　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 5　　4　　3　　2　　1

[受講した結果に対するあなたの自己評価]

（1）講義内容の理解の程度　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 5　　4　　3　　2　　1

（2）講義内容に関する興味の増加の程度　　　　　　　　　　　 5　　4　　3　　2　　1

（3）講義に対する学習意欲の増加の程度　　　　　　　　　　　 5　　4　　3　　2　　1

（4）講義による新しい知識の習得度　　　　　　　　　　　　　　　 5　　4　　3　　2　　1

（5）講義の満足度　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 5　　4　　3　　2　　1

[学生からの意見･要望記入欄]



3.4 基準４ 教育環境 
 この基準に関する改善は、幾つかの対応する委員会が機能し、情報を収集・分析し、問

題点の整理と改善案を作成して、問題によって他委員会に提案したり、最高位委員会に提

案してシステムの改善を図ることにより達成できる。基準４は達成度の評価ではなく、問

題対応で毎年確実に情報収集と検討をする組織があるか否かがチェックされる。 
 本モデルでは、以下の通り機能別に担当委員会を明確にした。 
（１） 施設・設備では教室や実験室ならびに備えるべき機器など：設備、施設委員会 
（２） 図書に対する取組みは：図書委員会 
（３） 施設や設備の充実に向けた財源問題：総務委員会 
（４） 学生への支援体制：学生委員会、総務委員会 
 年間活動の中で、各委員会がどのタイミングで如何なる情報を収集し、いつ上位委員会

に上申するかは、システムの有効機能という観点から考えれば必然的に解が得られる。 
 
3.5 基準５ 学習・教育目標達成度の評価 
 基準５は（1）から（4）までの４項目からなっている。 
 （1）では科目毎に目標に対する達成度が評価されていることであり、これはカリキュラ
ムに従った受講とシラバスに明記された評価方法で評価が実施されていることが求められ

る。このモデルでは教育委員会が責任委員会として対応する。 
 （2）では他機関での取得単位の評価方法が決められ、それに沿って単位互換がなされて
いること。また、編入についても同様の方法がとられていることが求められている。この

評価の責任委員会は２つあり、前者は教育委員会で、後者は入学・編入委員会が対応する

こととした。 
（4）では修了生が全員全ての学習・教育目標を達成していることが求められているが、こ
れについては成績がボーダー（可）の学生のデータを保存し、提示可能な体制とすること

で対応できる。 
 
学習・教育目標を総合的に評価する方法 
（3）では学習・教育目標の達成度を総合的に評価する方法と評価基準が定められ、それに
従って評価が行われていることが求められている。 
 本モデルで採用されている学習・教育目標（Ａ～Ｅ）と JABEEが求めている知識・能力
(a)～(h)の対応関係は図 7に示すようになっており、学習・教育目標（Ａ～Ｅ）を満足する
ことで JABEEの求めている知識・能力が含まれていることを示している。 
 総合評価に対する評価基準と総合評価方法に対しては、自己点検書の表３に対応する「各

学習・教育目標の達成度評価対象とその評価方法および評価基準」の例を図 19に示す。本
モデルでは学習・教育目標（Ａ）に対する評価基準を「電気電子工学における標準的な数

学、物理、化学、情報処理の知識を習得しそれを応用できる」ことと設定した。 

  



図19　各学習・教育目標の達成度評価対象とその評価方法および評価基準の例（学習・教育目標Ａに対して）
学習・ 分類 達成度評価対象 各対象の評価方法と評価基準 総合評価方法
教育目標 必須/選択 及び評価基準

理系基礎 基礎数学I・II
期末試験：８０％、課題提出：２０％＝
＞6割以上の正答

必須 基礎物理I
基礎化学I
基礎物理実験Ｉ・ＩＩ
基礎化学実験Ｉ・ＩＩ

専門基礎 情報処理・演習I・II 評価基準
学科専門 メディアと人間 電気電子工学における標準的な数学,

必須
情報リテラシーとプレ
ゼンテーション

物理、化学、情報処理の知識を習得しそれ
を応用できる

ゼミナールＩ
発表内容：60％、発表の仕方：40％、
討論10％=＞6割

卒研I・II

A 専門基礎 確率
期末試験：８０％、課題提出：２０％＝
＞6割以上の正答

選択必須 線形代数I・II 総合評価方法
微分積分I・II １）カリキュラムに含まれる実験・演習の
物理I・II・III 中で出す課題により基礎的知識の理解力
図形科学 ・応用力を評価する。課題の設定は各実

専門基礎 固体力学 験・演習のシラバスで定義する。
選択 基礎電子物性科学 ２）修了生に対するアンケート

波動解析基礎 ３）企業の人事担当者による第3者評価
情報処理I・II
基礎数学III･IV

理系 基礎物理学II
基礎 基礎化学II
選択 基礎生物学I･II

基礎地学I･II
基礎数学III実習

学科専門
ゼミナールＩＩ

発表内容：60％、発表の仕方：40％、
討論10％=＞6割

選択必修 インターンシップ

 
 総合評価方法としては学生個人の成績に基づく評価とシステム面から行う総合評価を合

わせて以下の方法で行うこととした。 
（１） 学生個人の成績から総合評価を行う 
・ カリキュラムに含まれる実験・演習の中で出す課題により基礎的知識の理解力・ 
   応用力を評価する。課題の設定は各実験・演習のシラバスで定義する。 
（２）システム的に達成度の総合評価を行う 
  ・ 修了生に対して一定年数にわたって継続してアンケートをする 
  ・ 企業の人事担当者に修了生に対する第 3社評価を依頼する。 
 企業の人事担当者に対する依頼に関しては修了者全員に対して協力を求めることとし、3
年間継続して追跡調査を行うこととし、5段階評価で３が社会の要請水準となるようなレベ
ル設定として結果を数値化して得られる形を採用した。 
 総合評価に関しては、学生個人の成績に関しては教育委員会が、システム面からの評価

に関しては社会対応委員会を責任委員会とした。 

  



3.6 基準６ 教育改善 
3.6.1 教育点検システム 
 教育点検システムでは、教育点検システムが存在し、仕組みが公開され、活動が実施さ

れていることが求められているが、ここではすでに述べてきたように各委員会が機能する

ことでこれら機能は自動的に満たされるように体制ができている。 
 また、社会の要求、学生の要望を反映した点検システムが存在し、実際に点検が行われ

ていることが求められている。本モデルでは社会の要求に対して社会対応委員会が定常的

な管理とスパイラルアップの機能を合わせて受け持つように設定し、学生の要望に関して

は内容に応じて学生委員会と総務委員会が同様に定常的な管理とスパイラルアップの機能

をカバーするよう設定している。 
 社会の要求に対しては 
（１） 修了生へのアンケートの継続依頼 
（２） 修了生を受け入れた企業の人事担当へのアンケートの継続依頼 
（３） 企業からの非常勤講師や諮問委員会に企業から参加している委員の意見を取り入れ

る。可能であれば、社会委員会に委員として参加を要請する。 
など、継続的に情報を入手し、単年度だけでなく継続的な検討を前提にして社会委員会で

取り組むことを前提としている。 
 学生からの要望についても 
（１） 学生へのアンケートを継続的にとる。 
（２） 講義アンケートは全ての講義に対してとり、講義内容の改善に使う。 
（３） 学生委員会に学生の代表者を委員として参加させる 
など、同様に継続的に情報を入手し、内容によって教育委員会、総務委員会、図書委員会、

学生委員会、等が単年度の取組みは当然であるが、継続的な検討も前提にして取り組むこ

ととした。アンケートに関しては一方的な意見を聞くだけでなく、必ずカウンターパート

の意見も必ず聞くこととした。 
 
アンケートで問い合わせるべき内容 
 アンケートで問い合わせる内容としては 
（1）JABEEの基準の各項目に対する質問を盛り込む。 
（2）学習・教育目標（Ａ～Ｅ）について、目標毎に質問を盛り込む。 
 こととした。 
 内容的には各質問の答から、あるいはいくつかの質問に対する答を合わせることから、

システム改善に向けたヒントが得られるように、質問の聞き方に工夫を凝らすことが必要

である。 
 
米国における取組みの例（参考） 

  



 米国における例として、寄附してもらった企業から大学の諮問委員会に委員を派遣して

もらう取組みがある。大学にとってみると企業への宣伝の場として使え、同時に社会から

の要求を委員会の場で取り入れることが可能となる。参加企業へのメリットについても考

慮されており、諮問委員会の後で懇親会を開催し、企業側に非公式な求人活動や情報収集

の場を与えている。 
 別のケースとして、工学部全体でエンジニアリング・エクスポを開催し、その中でＰＢ

Ｌの成果発表会を開催し、企業からボランティアで審査員に参加してもらう取組みをして

いるところもある。これによって第三者による客観的評価を導入している。 
 
3.6.2 継続的改善 
 継続的改善ではスパイラルアップに向けての具体的、継続的な改定がなされ、かつ継続

的に実施されていることが求められている。 
 
各委員会の活動をベースとしたスパイラルアップ 
 図 20にこの雛形モデルにおける標準的なスパイラルアップの機能に関する説明図を示す。 
 

でに述べてきたように JABEE の要求する各要件に対応して責任窓口としての委員会がす

  



設定されている。最高位会議で出される年度計画を受けて各委員会は 
（１） それぞれの責任分野で既存のシステムの中で内容見直しを行い 

 
を策定し、最高位会議に上申する 

という形 れによりシステム全体の

値目標を導入した例

（２） 見直しの結果にしたがって運用する 
（３） 運用した結果をデータとして収集する

（４） データを分析し、次年度に向けた改善案

（５） 最高位会議で次年度に向けて年度計画を策定する 
でタイミングも考慮して活動を行うこととしており、こ

定常的なスパイラルアップ機能は実現される。 
 
数  

標を掲げた例を図 21に示す。システムの改善のためには目標の数

         × 100 

お、数値目標は高ければよいとは言い切れない。あまりに高い数値の場合は学習・教育

 年度目標として数値目

値化が有効な場合が多い。ISO9001 のシステムでは積極的に数値目標による管理が実施さ
れている。図 21ではコース修了率を数値目標として挙げた。 
 

        修了生の数 
 コース修了率（％）＝            

       ４年次の最初の学生数－留年者数 
 
な

  



目標が低すぎた可能性が高く、逆にあまりに低い修了率の場合は学習・教育目標が実力に

対して高すぎたということができよう。コース修了率は目標とした数値と結果としての数

値の比較に意味があり、且つ継続的にコース修了率を把握していくことはシステムの改善

に向けてよい指針となろう。ここで挙げた目標では留年者をカウントから外し、卒業すべ

き学生数に対する修了生の率を示している。 
 この数値目標に対して、結果としてのデータを各委員会が分析し、改善につながる項目

効果の活用法を図 22に示す。具

の明確化と効果の期待できる施策を最高位委員会に上申し、次の年度の目標値設定に活用

するものである。この数値は公開すると誤解を招く恐れがあるので、ここでは学内限定と

し、システム改善のツールとして使用することとした。 
 コース修了率に関するスパイラルアップで得られた改善

体的な活用法として以下の２つがある。（これは数値目標の場合だけでなく、全てのスパイ

ラルに向上した成果分の活用法に当てはまる） 
活用法１ 
 システムのレベルが向上したことによるコース修了率の向上分を考慮して入学基準を見

直し、基準を緩くすることにより卒業生の能力を維持したままで入学枠を拡大する。 
活用法２ 
 入学基準を一定に保ったままにすることで、アウトカムズの質の向上（修了生のレベル

が一般的であろう。 
の向上）に当てる。 
 実際には 2つの併用

 

  



JABEE対応委員会の役割 
役割は他の委員会と異なり、審査員と同じように第 3者の目で

 
 

などがあ （2）は中間審査や定期的本審査に向けての

 JABEE対応委員会の主な
学内を評価する点にある。具体的な活動には 
（１） 最初の受審に対する準備 
（２） 定期的な受審に対する準備

（３） 定常的なシステムの内部審査

る。（1）は立ち上げ時の指導的役割、
指導的役割、（3）は JABEE 対応委員会が自分で決めた方針で毎年システムの見直しを行
うもの、である。何れの審査結果もシステムの改善に向けて有用な指針を含んでいること

は言を待たない。したがって、図 23 で示すようにこれらの各々の段階で問題点を集約し、
問題対応で教育委員会や社会対応委員会、あるいは他の委員会に送付し、送られた側で改

善に向けたデータの一つとして有効に活用することによりシステムのスパイラルアップが

図れることになる。 

 

 
育改善に向けたスパイラルアップ教  

アップの仕組みを図 24に示す。スパイラルアップの

 教育側におけるスパイラルアップ 
アップ 

の 2 つ し、（2）は社会対応委員会で対

 教育改善に向けた二重のスパイラル

機能としては 
（１）

（２） 外部評価をベースとしたスパイラル

で構成されている。（1）は教育委員会の責任で対応

  



応することになる。 
 

 また、教育現場でのマイナーな改善ループを図 25に示す。教育現場で発生した個別の問
題に対して教師による評価、学生による評価、教育委員会の下部組織による対応で解決し、

ISO9001 でいう恒久処置、予防処置に対応する内容については教育委員会にあげて対応を
図ることとなる。 

  



  

く）審査を受けるためには

卒

の審査を受け、認定が得られるステップは以下の通りである。 
ラムを志望する学生を登   

 卒業生（JABEE修了生にはならない） 
となる） 

 2007年秋 審査 
年 6月 認定通知（2007年度の卒業生から修了生） 

 これまでの検討で全てのシステム機能が設定できたので、これで JABEEの認定に向けた
準備が確定したことになる。JABEEの正規の（暫定ルールでな
業生の存在が必須である。2003年の入学生に JABEEプログラムを説明した場合、正規

 2003年 4月 新入生に JABEEプログラムを説明し、同プログ
        録する。 
 2007年 3月 最初の
 2007年 4月 JABEE受審の申請（この時の 4年生は修了生

 2008
 
あとがき 
 新たに JABEEの審査に向けて準備を進める、あるいは準備を始めた段階の高等教育機関
でこの資料が参考となり有効に活用されることを期待する。 

における検討結果をまとめたもので、検

に参加 ーは以下の通りである。 
 研修 部 えお順）メンバー 

 

 
  三好 匠 
  

 この資料は電子情報通信学会の研修・講習部会

討 した同部会のメンバ

 ・講習 会（あいう

 部会長 家田信明 
 幹事 荒川 薫 
 委員 川北建次 
  仙石正和 
  牧野光則
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